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目的　東日本大震災で被害程度の大きかった沿岸部では，被災後に地区外へ転居した者が多い。し
かし，転居の範囲と健康影響との関連については明らかではない。本研究の目的は，被災後の
転居の範囲によって，被災者の健康状態が異なるかを検討することである。

方法　東北大学地域保健支援センターでは，東日本大震災前に宮城県石巻市の雄勝地区・牡鹿地区に
居住していた者を対象として，毎年，被災者健康調査を実施している。震災 7 年目となる2017年
6 月，上記の者のうち，研究同意が得られている3,517名を対象に自記式アンケート調査票を配
布した。このうち，有効回答が得られた2,342名（66.6％）を本研究の解析対象者とした。現在
住所の回答に基づいて，対象者を「地区内居住（雄勝地区・牡鹿地区内居住）」「市内転居（石巻
市内への転居）」および「市外転居（石巻市外への転居）」に分類した。アウトカムは，主観的健
康感不良（あまり良くない，良くない），睡眠障害（アテネ不眠尺度が 6 点以上），心理的苦痛
（K6が10点以上）とした。解析は，多重ロジスティック回帰分析（強制投入法）を用い，「地区
内居住」群を基準とした「市内転居」群と「市外転居」群における各アウトカムについて，オッ
ズ比と95％信頼区間（以下，CI）を算出した。調整因子は，性別，年齢，居住形態（震災前と同
じ，プレハブ仮設，新居，災害復興住宅，その他），就業状況（就業中，求職中，無職）とした。

結果　対象者のうち，「地区内居住」群は1,216名（51.9％），「市内転居」群は846名（36.1％），
「市外転居」群は280名（12.0％）であった。睡眠障害のオッズ比は，「市内転居」群で1.30
（95％CI：1.02-1.66），「市外転居」群で1.42（95％CI：1.02-1.99）となり，被災地区から
転居した群で睡眠障害のオッズ比が有意に高かった。さらに，転居の範囲と睡眠障害との関連
は，震災前に居住していた地区から離れるほど強くなっていた（傾向性の p 値＝0.02）。一方，
被災後の転居の範囲と主観的健康感，心理的苦痛に関連はみられなかった。

結論　被災後の地区外転居者では，睡眠障害リスクが高いことが示唆された。
キーワード　東日本大震災，被災者，転居地域，睡眠障害

Ⅰ　緒　　　言

　2011年 3 月11日の東日本大震災から 7 年余り
が経過し，被災した沿岸地域では震災前と比べ
て人口減少が著しい。2015年の国勢調査の結果
によると，2010年から2015年までの 5 年間の人

口減少率は，被害程度が大きかった被災 3 県
（福島，宮城，岩手）の沿岸市町村が上位を占
めている1）。特に，宮城県石巻市では震災前と
比べて人口が約 1 万 4 千人（8.45％）も減少し，
人口減少数の多い自治体として全国第 3 位で
あった1）。また石巻市の中でも，沿岸部の雄勝
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地区や牡鹿地区の人口減少は著しい（震災前と
比べた人口は，雄勝地区74.54％，牡鹿地区
43.22％）２）。人口が減少した要因としては，震
災による死亡者数よりも，被災後に他の自治体
へ転居したことによる影響が大きい3）。転居理
由には，家屋の喪失による直接的な理由だけで
はなく，失業，転職による就業の変化や子ども
の就学の問題など，間接的な理由も含まれる3）。
転居による生活環境の変化は不安やストレスが
増加することが予想されるため，被災者の健康
影響が懸念される。
　先行研究では，被災後の転居が被災住民のメ
ンタルヘルスに影響することが報告されている。
土屋らは，東日本大震災の被災者を対象とした
調査の結果，被災前と同じ場所に住み続けてい
る者と比較して，被災後に転居した者では心理
的苦痛を生じるリスクが高いことを報告してい
る4）。しかし，被災後の転居の範囲（同一自治
体内の転居，他の自治体への転居）が被災者の
健康状態にどのような影響を及ぼすかについて，
検討した報告はない。本研究の目的は，被災後
の転居の範囲によって，被災者の健康状態，特
にメンタルヘルスへの影響に違いがみられるか
検討することである。また，近隣住民や地域コ
ミュニティとの関わりの強さは，その後の健康
に影響する可能性が考えられるため，居住形態
の違いによって，転居の範囲と健康状態の関連
に違いがみられるか検討することである。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　被災者健康調査
　東北大学地域保健支援センターでは，2011年
3 月11日の東日本大震災被災者によって被害程
度が大きかった宮城県沿岸部の地域住民を対象
に毎年，被災者健康調査（自記式アンケート調
査）を実施し，被災者の健康影響を追跡調査し
ている5）6）。本研究の対象地域は，宮城県石巻
市雄勝地区と牡鹿地区であり，発災 3 カ月後の
2011年 6 ～ 8 月に第 1 期調査を実施して以降，
現在（2018年 8 月末）まで計14回の健康調査
（第12期調査まで年 ２ 回，第13期調査より年 1

回）を実施している。

（ 2）　対象者
　震災以前に雄勝，牡鹿の両地区に住民票を置
いていた18歳以上の全住民のうち，これまで本
調査に回答したことがあり，研究同意が得られ
ている3,517名に対し，2017年 6 月に自記式ア
ンケート票を送付し，第13期被災者健康調査を
実施した。このうち，2,342名（男性；1,039名，
女性；1,303名）から有効回答が得られた（回
答率；66.6％）。この2,342名を本研究の解析対
象者とした。

（ 3）　居住地域（転居の範囲）
　第13期調査（2017年 6 月）時点の現在住所の
回答に基づき，居住地域（転居の範囲）を把握
した。これにより，対象者を「地区内居住（雄
勝地区・牡鹿地区内居住）」「市内転居（石巻市
内への転居）」「市外転居（石巻市外への転居）」
の 3 群に分類した。

（ 4）　アウトカム指標
　本研究のアウトカムは，①主観的健康感不良，
②睡眠障害，③心理的苦痛である。主観的健康
感は，「健康状態はいかがですか」との質問に
対する回答で評価した。対象者は，直近の健康
状態について「とても良い」「まあ良い」「あま
り良くない」「良くない」から一つを選択した。
本研究では，「あまり良くない」「良くない」の
選択肢を合わせて，「主観的健康感不良」と定
義した。睡眠障害はアテネ不眠尺度（AIS）で
評価を行った7）。AISは，WHO「睡眠と健康に
関する世界プロジェクト」が作成した 8 項目の
不眠症判定尺度である。得点範囲は 0 ～24点で，
「 6 点以上」を「睡眠障害の疑いあり」と評価
した。心理的苦痛はK6スコアで評価を行った8）。
K6はケスラーらによって開発された 6 項目か
らなる心理的苦痛の測定指標である。得点範囲
は 0 ～24点で，「10点以上」を「心理的苦痛が
高い」と評価した。
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（ 5）　その他の調査項目
　現在の居住形態について，対象者は「震災前
と同じ」「プレハブ仮設」「賃貸」「家族・友
人・親戚宅」「新居」「みなし仮設」「復興公営
住宅」「防災集団移転団地」「その他」から 1 つ
を選択した。本研究では，「復興公営住宅」「防
災集団移転団地」の選択肢を合わせて，「災害
復興住宅」と定義した。
　社会的孤立は，日本語版LSNS- 6 で評価し
た9）。LSNS- 6 は，Lubbenが開発した 6 項目の
ソーシャルネットワーク尺度で，高齢者の社会
的孤立のスクリーニングとして用いられてい
る10）。得点範囲は 0 ～30点で，「11点以下」を
「社会的孤立が強い」と評価した。

（ 6）　統計解析
　「地区内居住」群を基準とした「市内転居」
群と「市外転居」群における各アウトカムの
オッズ比と95％信頼区間（以下，CI）を多重
ロジスティック回帰分析によって算出した。調

整項目は，性別，年齢，居住形態（震災前と同
じ，プレハブ仮設，新居，災害復興住宅，その
他），就業状況（就業中，求職中，無職）とした。
　また，転居による社会的孤立が健康状態に影
響する可能性を考慮して，社会的孤立（LSNS-
6 ；12点以上，11点以下）を調整項目に加えた
解析も行った。さらに，転居には，経済状況や
家族構成が関連することが考えられるため，経
済状況（大変苦しい，苦しい，やや苦しい，普
通）および同居の有無（同居あり，なし）を調
整項目に加えた解析も行った。
　転居後の近隣住民，地域コミュニティとの関
わりの違いによって，転居の範囲と健康影響の
関連に違いがみられるか検討するため，居住形
態による層別化解析を行った。
　統計解析はSAS Version 9.4（SAS Inc.Cary 
NC）を使用し，ｐ＜0.05を統計学的有意水準
とした。

（ 7）　倫理的配慮
　本調査研究は，東北大学大学
院医学系研究科倫理委員会の承
認を得ている（承認年月日：
2017年 5 月22日，承認番号2017 
- 1 -069）。また，本調査結果の
研究への使用については，対象
者本人に口頭および書面にて説
明し，書面による同意を得た。

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　解析対象者の基本特性
　表 1に対象者の基本特性を示
す。全対象者2,342名のうち，
「 地 区 内 居 住 」 群 は1,216名
（51.9％），「市内転居」群は
846名（36.1％），「市外転居」
群は280名（12.0％）であった。
　「地区内居住」群では，居住
形態について「震災前と同じ」
と回答した者が54.9％で最も多
く，次いで「災害復興住宅」の

表 1　対象者基本特性
地区内居住 市内転居 市外転居 ｐ値1）

対象者数 1 216 846 280
性別
　男性（％） 46.3 43.3 39.3 0.08
年齢（歳），（平均±標準偏差） 64.4±17.7 60.2±20.7 58.1±21.5 ＜0.05
居住形態（％）
　震災前と同じ 54.9 - - ＜0.05
　プレハブ仮設 8.4 20.8 0.4
　新居 12.2 42.8 38.6
　災害復興住宅2） 15.3 14.8 5.7
　賃貸住宅 1.4 6.0 21.1
　家族・友人・親戚宅 1.9 4.3 16.1
　みなし仮設（借り上げ民賃，公営住宅） 0.3 5.2 6.4
　その他 2.4 3.9 7.1
自宅損壊状況（％）
　全壊，大規模半壊 36.6 65.1 63.2 ＜0.05
　半壊 7.3 1.4 2.9
　一部損壊，損壊なし 30.3 2.5 4.6
同居者なし（％）
　あり 85.0 86.6 83.6 0.50
　なし 12.5 10.6 14.3
就業状況（％）
　就職 53.2 40.0 42.5 ＜0.05
　求職 1.4 2.5 2.9
　無職 42.6 54.6 51.4
社会的孤立3）（％）
　弱い（12点以上） 73.0 73.8 65.7 0.10
　強い（11点以下） 26.6 25.9 33.9

注　1）　ANOVA，χ2検定
　　2）　復興公営住宅，防災集団移転団地
　　3）　LSNS- 6 （Lubbenが開発した 6 項目のソーシャルネットワーク尺度で，高齢者

の社会的孤立のスクリーニングとして用いられている）
　　4）　未回答は除外している
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15.3％であった。「市内転居」群では，「新居」
が42.8％で最も多く，次いで「プレハブ仮設」
20.8％であった。また，他の群と比べて無職の
者の割合が高かった。一方，「市外転居」群は，
平均年齢が低く，居住形態は「賃貸住宅」と回
答した者が21.1％で最も多く，次いで「家族・
友人・親戚宅」16.1％，「みなし仮設」6.4％の
順であった。また，他の群と比べて，社会的孤
立が強い（LSNS- 6 が11点以下）者の割合が高
かった。さらに，「市内転居」と「市外転居」
群では，「地区内居住」群と比べて自宅の損壊

程度の大きい者の割合が高かった。

（ 2）　転居の範囲と健康状態との関連
　表 2に，震災 7 年目の第13期調査（2017年 6
月）時点における転居の範囲と各アウトカムと
の関連について示す。主観的健康感不良（あま
り良くない・良くない）のオッズ比は，「地区
内居住」群を基準として，「市内転居」群で
1.19（95％CI：0.91-1.57），「市外転居」群で
1.09（95％CI：0.74-1.61）となり，有意な関
連をみとめなかった（傾向性の p 値＝0.47）。

　睡眠障害（アテネ
不眠尺度が 6 点以上）
のオッズ比は，「市内
転居」群で1.30（95％
CI：1.02-1.66），「市外
転居」群で1.42（95％
CI：1.02-1.99）となり，
被災地区から転居した
群で睡眠障害となるリ
スクが有意に高かった。
また，関連は，震災前
に居住していた地域か
ら離れるほど，強く
なっていた（傾向性の
p 値＝0.02）。
　心理的苦痛（K6が
10点以上）のオッズ比
は，「市内転居」群で
1.10（95 ％CI：0.77-
1.57），「市外転居」群

図 1　居住形態別転居の範囲と睡眠障害の関連
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表 2　転居の範囲と健康状態との関連
地区内居住

（ｎ＝1,216）
市内転居

（ｎ＝846）
市外転居

（ｎ＝280）
傾向性

p 値

主観的健康感（あまり良くない・良くない）
　対象者数 267 218 63
　性・年齢調整オッズ比（95％信頼区間） 1.00（基準） 1.36（1.10-1.67） 1.18（0.86-1.63） 0.04
　多変量オッズ比（95％信頼区間）1） 1.00（基準） 1.19（0.91-1.57） 1.09（0.74-1.61） 0.47
　多変量オッズ比（95％信頼区間）2） 1.00（基準） 1.19（0.90-1.56） 1.05（0.71-1.55） 0.60
　多変量オッズ比（95％信頼区間）3） 1.00（基準） 1.08（0.81-1.43） 1.01（0.68-1.51） 0.85
　多変量オッズ比（95％信頼区間）4） 1.00（基準） 1.10（0.83-1.46） 1.00（0.67-1.49） 0.86
睡眠障害（アテネ不眠尺度が 6 点以上）
　対象者数 372 306 108
　性・年齢調整オッズ比（95％信頼区間） 1.00（基準） 1.29（1.07-1.56） 1.43（1.09-1.87） ＜0.01
　多変量オッズ比（95％信頼区間）1） 1.00（基準） 1.30（1.02-1.66） 1.42（1.02-1.99） 0.02
　多変量オッズ比（95％信頼区間）2） 1.00（基準） 1.31（1.02-1.67） 1.38（0.99-1.93） ＜0.01
　多変量オッズ比（95％信頼区間）3） 1.00（基準） 1.20（0.93-1.54） 1.31（0.93-1.84） ＜0.05
　多変量オッズ比（95％信頼区間）4） 1.00（基準） 1.20（0.93-1.54） 1.30（0.92-1.83） 0.05
心理的苦痛（K6が10点以上）
　対象者数 125 108 41
　性・年齢調整オッズ比（95％信頼区間） 1.00（基準） 1.30（0.99-1.72） 1.53（1.05-2.25） 0.01
　多変量オッズ比（95％信頼区間）1） 1.00（基準） 1.10（0.77-1.57） 1.18（0.74-1.88） 0.48
　多変量オッズ比（95％信頼区間）2） 1.00（基準） 1.10（0.77-1.58） 1.10（0.68-1.77） 0.66
　多変量オッズ比（95％信頼区間）3） 1.00（基準） 0.99（0.70-1.43） 1.04（0.64-1.70） 0.89
　多変量オッズ比（95％信頼区間）4） 1.00（基準） 0.99（0.69-1.43） 1.04（0.64-1.70） 0.89

注　1）　多変量解析（強制投入法）：性別，年齢，居住形態（震災前と同じ，プレハブ仮設，新居，災害
復興住宅，その他），就業状況（就業中，求職中，無職）で調整

　　2）　1）に加えて社会的孤立（LSNS- 6 ：12点以上，11点以下）を調整
　　3）　2）に加えて経済状況（大変苦しい，苦しい，やや苦しい，普通）を調整
　　4）　3）に加えて同居有無（同居あり，なし）を調整
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で1.18（95％CI：0.74-1.88）となり，有意な
関連をみとめなかった（傾向性の p 値＝0.48）。
　さらに，転居によって社会的孤立状態が促進
されることにより，被災者の健康が影響を及ぼ
す可能性を考慮して，調整因子に社会的孤立を
加えた解析も行ったが，上記の結果と変わらな
かった。また，転居には，経済状況や家族構成
など社会経済要因が関連し，健康状態に影響す
る可能性が考えられるため，調整因子に主観的
な経済状況および同居の有無を加えた解析も
行ったが，結果は変わらなかった。

（ 3）　居住形態による層別化解析
　図 1に，居住形態別の転居の範囲と睡眠障害
の関連を示す。「災害復興住宅」の居住者では
「市内転居」群でのみ睡眠障害のオッズ比が有
意に高かった［2.16（95％CI：1.28-3.62）］。
同様に，「賃貸住宅」および「みなし仮設」で
は，「市外転居」群で有意ではないもののオッ
ズ比が高い傾向にあった［3.21（0.77-13.30），
4.34（0.35-53.35）］。一方，「新居」や「家族・
友人・親戚宅」の居住者では，有意な関連はみ
られなかった。

Ⅳ　考　　　察

　本研究は，東日本大震災の被災者を対象とし，
第13期調査（2017年 6 月）時点の調査データに
基づいて，転居の範囲と健康状態との関連を検
討した。その結果，「地区内居住」群と比べ，
「市内転居」群と「市外転居」群では，睡眠障
害（アテネ不眠尺度が 6 点以上）となるリスク
が高かった。一方，転居の範囲と主観的健康感，
心理的苦痛に有意な関連はみられなかった。
　本研究で，震災前の居住地区から地区外へ転
居した者で睡眠障害リスクが高くなったメカニ
ズムについては，震災（地震・津波）による物
理的・身体的な被害に加えて，転居による生活
環境の変化（心理社会的変化）が関与したこと
が挙げられる。また，東日本大震災被災者を対
象とした先行研究では，災害による被害程度や
経済的な変化よりも，社会的孤立が睡眠障害と

強い関連を示したとする報告がある11）。そこで
本研究では，転居によって社会的孤立状態と
なったことにより，健康状態が悪化した可能性
を考慮して，調整因子に社会的孤立を加えた解
析も行った。しかし，転居の範囲と睡眠障害の
関連の結果は変わらず，「市内転居」群や「市
外転居」群で，睡眠障害のオッズ比が高かった。
転居者は，被災による失業や転職，子どもの就
学を理由として地区外に転居した者も多いと考
えられるため，地区内居住者と比べ，経済的困
窮や将来への不安などが多い集団と考えられる。
そこで，調整因子に経済状況や同居の有無を加
えて解析を行ったが，転居の範囲と睡眠障害リ
スクの関連に変わりはなかった（表 2）。
　さらに，転居の範囲と睡眠障害との関連は，
「市内転居」群よりも「市外転居」群の方が強
く，震災前の居住地区から離れるほど転居によ
る影響が大きくなっていた。本研究の「市外転
居」群は，「賃貸住宅」「家族・友人・親戚宅」
「みなし仮設」に居住している者の割合が多く，
社会的孤立が強い者の割合が高かった。転居後
の近隣住民や地域コミュニティとの関わりの強
さは，その後の健康状態に影響する可能性があ
る。従って，居住形態の違いによって転居の範
囲と睡眠障害との関連に違いがあるかを評価す
るため，居住形態別に関連を検討した。その結
果，睡眠障害のオッズ比は「災害復興住宅」で
は「市内転居」群でのみ有意に高く，「賃貸住
宅」および「みなし仮設」では「市外転居」群
において，有意ではないものの高い傾向にあっ
たが，それ以外の居住形態では，有意な関連は
みられなかった。本研究の対象者が震災前に居
住していた石巻市雄勝地区・牡鹿地区は，水産
業を中心とした地域であり，地域住民同士が交
流する機会も多い地域であったと推察される。
「災害復興住宅」「賃貸住宅」「みなし仮設」で
みられた睡眠障害の関連は，転居によって近隣
住民との交流が希薄となったことが影響してい
ると考えられる。就業，就学および生活習慣の
変化に対するストレスや将来への不安に加えて，
新たな人間関係や地域コミュニティの構築にも
配慮する必要があり，他の居住形態と比べて，
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心理ストレスへの影響が大きかったと推測され
る。加えて，関係自治体から離れるほど，被災
者支援は行き届かず，結果として，震災前の居
住地区から離れるほど睡眠障害となるオッズ比
が高くなった可能性がある。
　本研究の長所として挙げられる点は，第 1 に，
被災程度が大きい地域住民を対象としている点
である。これまで，大規模な自然災害後に被災
地域住民の転居の範囲による健康影響を分析し
た報告はなく，本研究結果は，災害後の被災者
支援施策への重要な提言につながると思われる。
第 ２ に，転居と健康影響の関連に影響を及ぼす
可能性のある要因で調整している点である。
　本研究の限界点は，第 1 に，現在住所は自己
申告によるものであるため，現在住所と実際の
居住場所が異なる誤分類が含まれていた可能性
が否定できない点である。しかし，本研究の対
象者は，関連自治体から定期的に人口動態情報
を取得し追跡を行っているため，特に市外転居
に関する誤分類は多くないと考えられる。第 ２
に，転居時期が不明であるため，震災から転居
までの時間と睡眠障害の関連については明らか
に出来ない点が挙げられる。従って，本研究は，
転居による睡眠障害への影響は，転居前までの
期間が影響しているものか，転居後の期間の影
響によるものか検討することができなかった。
今後，さらなる研究が求められる。

Ⅴ　結　　　語

　被災者健康調査の結果から，被災後に地区外
に転居した者では，睡眠障害リスクが高いこと
が示唆された。本研究結果から，大規模な自然
災害後の支援体制として，地区内居住者のみな
らず地区外転居者に対しても長期的な支援体制
を検討することが望まれる。
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